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第８回（通算１５回目） 

飼料用米を活かす日本型循環畜産推進交流集会 

令和４年度 飼料用米多収日本一表彰者の紹介 

～飼料用米普及のためのシンポジウム２０２２～ 
 

プログラム（式次第：開催要領） 

１１：００ リモート設定を開始します 

１２：００ 会場開場 

１２：３０ 開会（２０分間） 

 開会あいさつ 一般社団法人日本飼料用米振興協会 理事長 海老澤 惠子    P ２ 

 連帯のご挨拶 日本生活協同組合連合会 代表理事事業担当専務 藤井 喜継   P ３ 

１２：５０～１３：１０（２０分間） 

 基調講演 「飼料用米をめぐる情勢について」 

    農林水産省農産局 穀物課 課長補佐（企画班担当） 角谷 磨美 氏      P 6 

１３：１０～１３：２０（１０分間） 

 飼料用米多収日本一表彰者の紹介                                             P17 

１３：２０～１３：５０（３０分間） 

 特別講演 「日本農業の課題と飼料用米の今日的な意義」                       P18 

    東京大学名誉教授  谷口 信和 氏 

１３：５０～１４：１５（２５分間） 

 活動報告 「養豚事業における飼料用米利用の現状と今後の課題」               P32 

    株式会社木村牧場 代表取締役 木村 洋文 氏 

１４：１５～１４：４０（２５分間） 

 活動報告 「おかやまコープにおける、飼料用米を活用した食糧自給率向上・地産地消推進 

の取り組み」                                                   P41 

    生活協同組合おかやまコープ 商品企画 藤井 達也 氏 

１４：４０～１５：２０（４０分間） 

 講師の皆さんによる座談会 

    司会進行 信岡 誠治（協会・理事、元東京農業大学教授）                P49-1 

１５：２０～１５：３５（１０分間）  

    閉会挨拶 加藤 好一 （協会・副理事長・生活クラブ事業連合顧問）      P57 

１５：３５～１５：４５ 事務局からの連絡（１０分間） 

１５：４５ 終了  （試食会・資料展示は行いません） 

時間配分票                                  P60 

主  催：一般社団法人 日本飼料用米振興協会 
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ごあいさつ 

 

２０２２年３月１８日 

一般社団法人日本飼料用米振興協会 

理事長 海老澤 惠子 

 

一般社団法人日本飼料用米振興協会のシンポジウムにご参加いただきありがとうござ

います。 

今回も新型コロナウィルス、特に最新オミクロン変種の感染拡大が収まらない状況の

ため、東京大学弥生講堂・一条ホールでの開催ができないことになりました。 

対応として、会場を食糧会館に変更して主として報道関係の方に対面の実出席いただ

き、オンラインとのハイブリット方式での開催とさせていただきます。 

 

 飼料用米の普及と生産拡大につきましては、課題とその解決のために何が必要かを問

題提起しながら、飼料用米の「本作化」を求めてきました。 

 主食用米の消費が急激に減少し生産過剰となる一方で、飼料用米については益々の増

産が求められながら、生産は伸び悩み需要に追い付かないのが現状です。 

飼料用米の普及と生産拡大につきましては、課題とその解決のために何が必要かを 

問題提起しながら、飼料用米の「本作化」を求めてきました。 

 飼料用米による食料自給率向上、水田保持、食料の安定生産・安定供給、持続可能な

農業、SDGs の実行と、今後飼料用米の重要性は果てしなく広がるものと思われます。 

 国が示している基本計画や「みどりの食料システム戦略」についても検討しつつ、飼

料用米を活かす日本型循環畜産の推進をめざしていきます。 

昨年、一昨年とも３月のシンポジウムを実施できませんでした。 

昨年１２月３日に意見交換会（座談会）をオンライン併用で開催いたしました。 

そこでの議論も踏まえて、飼料用米振興協会としての課題提起「私達はこう考える日

本の食と農の未来形」をいたします。 

  

新たな変異株も出現し、コロナ禍が今後どうなるのか見通せませんが、飼料用米振興

協会としては、いろいろな形でシンポジウムや意見交換会を開催しながら、各方面から

の情報提供や、問題提起の場となるよう努めてまいりたいと存じます。 

 

今後ともご協力くださいますよう、何とぞよろしくお願い申し上げます。 
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連帯のご挨拶  

 

日本生活協同組合連合会 

代表理事事業担当専務 藤井 喜継 

 

日頃より全国の生協が事業や地域の諸活動において大変お世話になり厚く御礼申し上

げます。 

シンポジウムの開催にあたり、一言、連帯のご挨拶を申し上げます。 

一般社団法人飼料用米振興協会は、2007 年の世界的な穀物相場の高騰の中、畜産事

業者の経営改善を図ることを目的として設立され、多収量米、とりわけ飼料用米の普及

活動の発展に貢献されてきました。今般の情勢を見据えた時、御会の活動が更に重要な

役割を果たされていくものと期待しております。 

世界的な異常気象や不安定な国際情勢の中で、世界の人口は増加し、それにともなっ

て食料需要も拡大します。今年の 1 月には 15 か国が参加する地域的な包括的経済連携

（RCEP）が発効するなど、各国との経済連携協定の締結が一層進み、農林水産物・食

品の輸出額も 2021 年度は前年比 25.6％増、1 兆円に到達しています。 

一方で、担い手や農地など生産力の低下に歯止めがかからず、日本の食料自給率（カ

ロリーベース）は 2020 年も 37％と過去最低の水準でした。 

新型コロナ感染症の影響で国内需要も大きく揺れ動く中、食料の安定供給や安全･安

心、国内農業の持続可能性への不安は増していると言えるでしょう。 

そのような中「持続可能な開発目標（SDGs）」の 2030 年目標に向けて、行政、協同

組合、企業、NGO など多くの組織が取り組みを加速しています。 

日本生協連も 2018 年 6 月の第 68 回通常総会で「コープ SDGs 行動宣言」を採択し

ました。 

また昨年 5 月には「生協の 2030 環境・サステナビリティ政策」を策定し、持続可能

な社会の実現に貢献していくことを社会に対してコミットしています。 

飼料用米の活用は SDGs の目標に係わる重要な取り組みとして位置づけることができ

ます。 

まず、水田は、日本農業にとって最大のインフラです。水田を一度放棄してしまう

と、再び取り戻すことは容易ではありません。 

この水田を活かし、かつ、食をめぐる構造変化に対応し、飼料自給率が低い日本の畜

産を持続可能なものにしていくためにも、飼料用米は重要だと言えます。 

また、水田の活用は国内生産力の維持に加え、地域内での経済循環、環境や景観、生

物多様性の保全、コミュニティを維持など多面的な機能につながります。 

地域農業がさらに活性化されることで、消費者にとっても「交流」「学び」「体験」の

大切な場となっていくでしょう。 

「食と農」をつなぐ取り組みは、豊かなくらしの実現に大きく寄与しています。 
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地域とともに歩む生協は、今後も飼料用米の作付面積・生産量の確保、販路の拡大、

コストの削減、組合員認知の向上などの取り組みを通じて、飼料用米の利用を引き続き

推進してまいりたいと思います。 

生協では、2030 年ビジョン“つながる力で未来をつくる”を掲げ、新たな挑戦をす

すめています。 

中でも、日本生協連・全国産直研究会は、生協産直が「持続可能な農畜水産業・地

域」に本格的に取り組むことを提唱しています。 

飼料用米をはじめとした地域社会の取り組みが、地域の人々のくらしをより豊かに

し、日本の農業を強めていくことを誓い合ってご挨拶とさせていただきます。 
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飼料用米多収日本一表彰者の紹介 
 

【単位収量の部】 （敬称略） 

褒賞名 経営体 （団体名・個人） 

農林水産大臣賞 小松田 光二 

農産局長賞 高橋 俊惠 

全国農業協同組合中央会 会長賞 加藤 禎行 

全国農業協同組合連合会 会長賞 
農事組合法人 日の出生産組合  

代表理事組合長 廣田実 

協同組合日本飼料工業会 会長賞 
農事組合法人 坊沢営農組合  

代表理事組合長 長崎克彦 

日本農業新聞賞 上田 隆 

  

  

【地域の平均単収からの増収の部】 

褒賞名 経営体 （団体名・個人） 

農林水産大臣賞 坂本 静江 

農産局長賞 山口 弘則 

全国農業協同組合中央会 会長賞 増渕 文明 

全国農業協同組合連合会 会長賞 関 富次 

協同組合日本飼料工業会 会長賞 
有限会社 アグリ：サポート  

代表取締役 立松 國彦 

日本農業新聞賞 
農事組合法人ふながわ 

代表者 由井 久也 
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閉会のごあいさつに代えて 

「2022 シンポジウムと今後に向けた問題意識について」 

 

一般社団法人 日本飼料用米振興協会 

副理事長   加藤好一 

 

（１）本シンポジウムの位置づけ 

当会が主催する「飼料用米を活かす日本型循環畜産推進交流集会」（シンポジウム）

は今年で第８回を迎え、通算 15 回という歴史を重ねてまいりました。この間、多くの

方々のご支援・ご鞭撻を賜り、この歴史を積み重ねることができたことについて、まず

は御礼申し上げます。 

とはいえここ３回の開催は、新型コロナのパンデミック（世界的大流行）により、変

則的な開催を余儀なくされ、不本意な形になっていて残念です。 

この新型コロナの進展と並行して、世界の食料情勢も大きく激変し、ＳＤＧｓ（持続

可能な開発目標）の進捗を著しく阻害しています。こうしたなかで、日本の農林水産業

や食料情勢は重大な転機を迎えている、そんな印象を強くする昨今です。主食用米の極

度の需給緩和により、特に米を巡る情勢は厳しいものがあります。こんな中で当会とし

ては、飼料用米の議論の現状についていま真剣に考え、早急に新たなビジョンを描き、

力強い連帯と確信をもって対処すべき時期にあると考えています。確かに需給緩和（米

余り）は重大な問題ですが、日本農業の未来が問われるような事態に直面してはいまい

か、これをいかに突破したらよいのか、という問題意識です。 

本日の交流集会における各方面からのご報告は、そのための示唆にあふれるもので

す。この場でこれらを共有できたこと、このことは主催者としてまことにありがたく、

実り多い交流集会になったことに感謝いたします。 

しかしより重要なことは、これらのご報告を踏まえつつ、今後に向けて飼料用米の日

本農政における認識や位置づけを革新する。未来に向けた確固たる位置を明確にする。

飼料用米生産を安定化、恒久化させ、日本農業の根幹としていく。これらを改めて本会

の課題として確認し、大勢の方々とこの確信を共有すること。本日の交流集会を契機と

して、こうした方向で農業と農政の革新を図っていくべきではないでしょうか。 

 

（２）飼料用米の「本作化」＝当会の年来の主張について 

以上の問題意識を踏まえて、まずは年来の本会の主張を明確にしておきたいと思いま

す。それは一言でいえば飼料用米の「本作化」ということです。 

「本作」ということを強調するのは、飼料用米が「転作」作物として主食用米の

「従」たる位置にあることはもったいなく、これを転換して飼料用米を「主」たる作物

として位置づけるべきではないかという主張です。しかも飼料用米は、わが国の崖っぷ

ちにある食料自給率、なかんずく飼料自給率を向上させることを可能とする基幹作物と
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して十分な資格を有し、現行の「食料・農業・農村基本計画」の理念や施策に直結する

ものだと考えるからです。 

しかしわが国の特に稲作情勢は、消費減、食生活の変化などの「米離れ」の要因か

ら、米の消費量が傾向的に低減する事態が構造化され、これがコロナ禍のなかで一挙に

拡大した結果、主食用米の需給緩和を回避する手段としての飼料用米という側面のみが

クローズアップされています。同時にＳＤＧｓをふまえて言えば、日本の自給率向上は

世界への貢献であり、また米を支援物資とすることも考えるべきでしょう。いずれにし

ても、この局面の打開（米余りという認識の転換）がなんとしても望まれるところで

す。 

 

（３）谷口信和先生のご主張＝「本作化」議論の強化について 

その意味で、谷口信和先生（東京大学名誉教授）の「特別講演」は、大いに刺激的で

した。報告のテーマは、「日本農業の課題と飼料用米の今日的な意義」であり「日本農

業の課題」と言うなかで、強く念頭におかれている問題は、政府が唐突に決定した「み

どりの食料システム戦略」に関わることです。これはわが国においては、「基本計画」

を補完・補強するものと位置づけられています。 

私たちは飼料用米の推進、増産を期する立場から、これを納得できるものに変換し、

本会の年来の主張たる「本作化」を、この議論によって補強、補完して主体的な課題と

すべきです。これは可能であり、またそうすべきであって、谷口先生のご提起はそのた

めの大いなる指針です。 

「みどりの食料システム戦略」は 2050 年までに、日本の耕地面積の 25％を有機農

業にする、農林水産業のＣＯ2 ゼロミッション化を実現する、などを目標とする、野心

的かつ大胆な提案です。これをいかに受け止めるべきかについては議論がまだまだ尽き

ておらず、疑念もなくはありません。しかしＥＵ（欧州連合）の「農場から食卓へ

（Farm to Fork）戦略」に象徴的なように、農業と環境は密接不可分、不即不離の関

係にあり、近代的農業は持続的ではなく脱構築（＝環境要件の第一義性）すべきとの認

識は、世界共通（国際基準）になりつつあります。 

谷口先生のご提起は、わが国における畜産物の堅調な消費（今後も同様）を背景とし

つつ、この農業と環境の問題の只中に飼料用米の取り組みを重要必須の課題として接合

され、その積極的な意義を鮮明にされています。さらに先生の論点は、耕畜連携の意義

やカーボンニュートラル（例えば化学肥料や農薬投入量の削減等）の問題等々、多岐に

わたっています。 

つまりアジアモンスーン地域において食料システムを考える場合、畑地よりは水田を

基本にこれを考えるべきで、そこに飼料用米の重要な役割・位置を積極的に見出すこ

と。これこそが谷口先生のご提言の要諦であり、まさにわが意を得たり、この議論は

「本作化」の主張を大いに裏づけてくれるものです。 

 

（４）今後に向けた当面の問題意識について 

ここで飼料用米の意義について、もう一つ強調したいと思います。それは飼料用米

が、現在の農村地域や多面的機能の維持という面からも、もっと注目されるべきではな

いかということです。つまり日本農業の象徴的な基幹的産物は米と牛乳であり、しかし

それがいま「生産基盤（担い手と農地）の脆弱化」（農業消滅）という問題に直面して
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います。この問題解決を見据えるうえでも、新規設備投資や新たな栽培技術が基本的に

不要な飼料用米について、もっと熱い視線を注ぎ、そうあるべきことに対する理解が必

要だと思います。 

 しかしその前提として、交付金制度の充実とその長期安定化がなんとしても不可欠

です。明日が見通せない中で、将来とも継続する決意を固めることは困難でしょう。コ

ロナ禍での財政逼迫による、予算の見直しなどという議論をしている場合ではありませ

ん。これこそ未来への待ったなしの禍根です。 

そのためにも、これを支える飼料用米についての「国民的理解」が必要不可欠です。

これまで飼料用米の推進に当たっては、協同組合なかんずく生協が果たしてきた役割は

重要でした。今後ともかつより強固に、このような取り組みが進められるべきです。こ

こでこれを強調するのは、消費者、国民の理解と、これを踏まえた生産者との連携、提

携がより求められているからです。「提携」とは「互いに助け合うこと、共同で物事を

行うこと」です。つまり「理解」を超えて、これは「国民的課題」と言うべきものでは

ないでしょうか。 

飼料用米の推進に当たっては、流通・保管などの問題解決の展望を切り開くことも重

要な課題です。この問題の本質は、これらが米国依存という過度な輸入偏重の構造にあ

り、国産飼料支援型になっていないことにあります。この問題解決は「本作化」に伴っ

て避けられず、政策的に議論し事前に手当てされるべき課題です。並行して飼料用米の

みならず、飼料自給率向上をめざした取り組みの多様化を促していくべきです。これら

については地域の実情と自主性を重んじながら（全国一律ではない）進められるべきで

しょう。 

最後になりましたが、飼料用米の生産コスト低減と多収の達成が、現在も基本的な問

題としてあり続けています。この課題もまた、本会が年来の活動目的としてきたもので

あり、経験交流や各地の先進的な事例紹介を、今後とも引き続き進めていきたいと考え

ています。 

以上のような問題意識を踏まえながら、（一社）日本飼料用米振興協会は今後とも活

動を進めていく所存です。そのためにも各方面からのご指導、ご支援、ご鞭撻を、あら

ためてお願い申し上げます。本日は交流集会へのご参加、まことにありがとうございま

した。 

（生活クラブ事業連合生活協同組合連合会 顧問） 

 

  



60 

 

  



61 

 

 


